　　　高山市雇用促進協議会規約

制定　昭和４６年４月１日
改正　平成１９年６月１日
改正　令和３年６月２９日

　（名称及び事業所）

第１条　この会は、高山市雇用促進協議会と称し、事務局を高山市役所内に置く。

　（目的）

第２条　この会は、本市の各業界が必要とする労働力の確保を図るために職業安定機関と協力して、必要な施策の推進を図り、もって地域産業の発展興隆に寄与することを目的とする。

　（事業）

第３条　この会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。

　⑴　飛騨地域に対する本市産業事情の紹介及び協力体制の維持並びに推進

　⑵　労働力確保に必要な調査、研究並びに情報の収集

　⑶　求人活動の組織化並びに共同化の推進

　⑷　飛騨地区内職業安定機関並びに飛騨地区各中学校、高等学校、各種学校

及び職業訓練機関との緊密な連絡活動の推進

　⑸　従業員の定着及び労務管理の改善向上に関する指導

　⑹　その他、この会の目的を達成するために必要な事項

　（構成）

第４条　この会は、高山市及び高山商工会議所並びに本市に事業所を有する企業もしくは産業団体であって、この会の趣旨に賛同し、かつ加入申込みのあったものをもって構成する。

　（入会）
第５条　この会に加入しようとするもの（以下「申請者」という。）は、入会申込書を事務局に提出しなければならない。
２　申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、入会を認めないものとする。
　⑴　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　⑵　暴力団員等（暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）
　⑶　役員等（次に掲げる者をいう。以下同じ。）が暴力団員等であるなど、暴力団がその経営又は運営に実質的に関与している個人又は法人その他の団体（以下「法人等」という。）
　　ア　法人にあっては、役員及び使用人（支配人、本店長、支店長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所の業務を統括する者（営業所の業務を統括する権限を代行し得る地位にある者を含む。）をいう。以下同じ。）
　　イ　法人以外の団体にあっては代表者、理事その他法人における役員及び使用人と同等の責任を有する者
　　ウ　個人にあっては、その者及びその使用人
　⑷　役員等が、暴力団員等であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している個人又は法人等
　⑸　役員等が、その属する法人等若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用している個人又は法人等
　⑹　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している個人又は法人等
　⑺　役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している個人又は法人等
　⑻　役員等が、暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与している業者であることを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、これを利用している個人又は法人等
３　申請者の入会の資格審査において、必要に応じて前項各号の該当の有無を高山警察署に照会するものとする。
　（退会）
第５条の２　会員は、退会しようとするときは、退会届を事務局に提出しなければならない。
２　会員が次の各号のいずれかに該当するときには、退会したものとみなす。

　⑴　後見開始、保佐開始又は補助開始の審判を受けたとき。
　⑵　死亡し、又は失踪宣告を受けたとき。
　⑶　法人等が解散し、又は破産したとき。
　⑷　会費を納入せず、督促後なお１年以上会費の納入がなく、会長がやむを得ないと判断したとき。
　⑸　前条第２項各号のいずれかに該当すること明らかになったとき。
　（役員）

第６条　この会に次の役員を置く。

　会　長　　１名

　副会長　　２名

　理　事　　若干名

　監　事　　２名

　（役員の任務）

第７条　役員の任務は、次のとおりとする。

　⑴　会長は、この会を代表し、会務を総理する。

　⑵　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代行する。

　⑶　理事は、理事会を構成し、会務運営について審議する。

　⑷　監事は、経理状況を監査する。

　（会長等の選出）

第８条　会長及び副会長は、理事の互選とする。

　（役員の選出）

第９条　理事及び監事は、総会において会員のうちから互選する。ただし、総会において必要と認めたときは、会員以外から選出することができる。

　（役員の任期）

第１０条　役員の任期は２年とする。ただし、再選をさまたげない。補欠又は、増員により選出された役員の任期は、前任者又は同種役員の残任期間とする。

　（相談役）

第１１条　この会に相談役をおくことができる。相談役は、理事会の承認を得て会長が委嘱する。

　（顧問）

第１２条　この会に顧問をおくことができる。顧問は、理事会の承認を得て会長が委嘱する。

　（会議）

第１３条　この会の会議は、総会及び理事会とし、会長が召集する。

２　この会議の議決は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

　（総会）

第１４条　この会の総会は、毎年1回とする。ただし、会長が必要と認めたときは、臨時に開くことができる。

２　総会の議長は、会長がこれにあたる。

　（総会の審議事項）

第１５条　総会は、次の事項を審議する。

　⑴　予算、決算及び事業計画に関すること。

　⑵　役員の選出に関すること。

　⑶　規約の変更に関すること。

　⑷　会費に関すること。

　⑸　その他必要と認められる事項

　（理事会）

第１６条　理事会は、会長、副会長及び理事をもって構成し、次の事項を審議する。

　⑴　総会に提出すべき議案

　⑵　緊急事項の処理

　⑶　その他、この会の運営に関する事項

　（事務局）

第１７条　この会の事務局を高山市雇用・産業創出課内に置き、事務局に事務局長、書記、その他の職員を置くことができる。

２　事務局長、書記及びその他の職員は、会長が理事会の承認を得て会長が委嘱する。

　（経費）

第１８条　この会の経費は、会費、助成金及びその他の収入をもってあてる。

　（会費）

第１９条　この会の会費は、総会において決定する。

　（会計年度）

第２０条　この会の会計年度は、４月１日に始まり、翌年３月３１日をもって終わる。
附　則（昭和４６年４月１日制定）
この規約は、公布の日から施行する。

　　　附　則（令和３年６月２９日議決）
　この規約は、総会で議決した日から施行する。

